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１）11月19日に気候変動とSDGsのシナジーに関するサイドイベントを環境省と主催しました！録画をご覧になれま
す！！https://www.iges.or.jp/en/events/20241119
２）11月12日に東京都知事・さいたま市長ら登壇のサイドイベントをICLEI日本と主催し、マレーシアとの脱炭素アク
ションについて発表しました！録画をご覧になれます！！https://www.iges.or.jp/jp/events/20241112-0
３）11月18日にSDGパビリオンのサイドイベント"Closing The Ambition Gap: Fostering Synergies Between Climate 
Action and SDGs"に登壇しました！録画をご覧になれます！！
https://sdgs.un.org/events/closing-ambition-gap-fostering-synergies-between-climate-action-and-sdgs-56784
４）11月17日にNordicパビリオンのサイドイベント"Plastics, Climate Change and Innovation"に登壇しました！録画
をご覧になれます！！https://news.grida.no/nbspgridarendals-champions-at-cop

2024年
11月12日



トランプ政権とCOP30：気候変動政策の
シナリオ分析と中部地域への影響・戦略

トランプ氏が再び米国大統領に就任したことで、気候変動政策および
COP30（2025年に開催予定）への影響が大きく変化する可能性があります。
以下に、複数のシナリオ を分析し、それぞれの中部地域（東海地域を含
む）への影響と取るべき戦略 を考察します。

結論

トランプ政権の気候変動政策の影響を見極めつつ、中部地域は欧州・アジ
ア市場へのシフト、米国の州政府・企業との連携強化、脱炭素技術の推進
を通じて、新たな成長機会を確保すべきである。
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シナリオ1：パリ協定からの再脱退（最悪シナリオ）

概要:

• 2017年のトランプ政権時と同様、パリ協定から再び脱退。

• 国内の気候変動政策を大幅に後退させ、化石燃料産業を優遇。

• 米国の国際的な環境交渉の場での影響力が低下。

• 他国（EU、中国など）がリーダーシップを発揮し、米国と対立。

COP30への影響:

• 交渉の進展が停滞し、炭素市場の制度化 や 排出削減目標の強化が難
航。

• 途上国支援（気候資金） の約束が履行されず、途上国の反発が増大。
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シナリオ1：パリ協定からの再脱退（最悪シナリオ）

中部地域（東海地域）への影響:

• 自動車産業（トヨタなど）は、米国市場向けEV戦略を修正する可能
性。

• サプライチェーンの変化（米国の石炭・シェールガス復活によるエ
ネルギー市場変動）。

• 環境規制の逆行 により、米国向けの環境基準が緩和される可能性。

取るべき戦略:

• EU・アジア市場への輸出強化と、脱炭素戦略の多様化。

• 日本独自の環境基準の強化（EV・水素社会の促進）。

• 米国以外の投資先の模索（インド、東南アジアなど）。
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シナリオ2：米国内の環境政策は停滞するが国際協調は
維持（中間シナリオ）

概要:

• トランプ政権はパリ協定には残留するが、国内政策の実施は消極的。

• EPA（環境保護庁）の予算削減、EV普及政策の縮小、炭素税の見送
り。

• ただし、外交政策としては完全な孤立を避け、国際的な枠組みには
最低限関与。

COP30への影響:

• 途上国への資金提供は縮小するが、脱炭素市場の推進は継続。

• EU・中国が主導する新たな国際ルール（炭素国境調整メカニズム：
CBAMなど）により、米国の影響力が低下。

8CBAM（Carbon Border Adjustment Mechanism）



シナリオ2：米国内の環境政策は停滞するが国際協調は
維持（中間シナリオ）

中部地域（東海地域）への影響:
• 米国市場でのEV・水素車の成長が鈍化 → 日本の自動車産業の米国

向け戦略に影響。
• 再生可能エネルギー市場の成長は停滞 → 日本企業の投資戦略に修正

が必要。
• 中国・EUの気候政策が加速 → 日本の企業は欧州市場での適応が求

められる。

取るべき戦略:
• 米国市場向けのEV戦略は慎重に展開（ICE車の販売継続も考慮）。
• アジア・欧州市場へのシフト（脱炭素規制の厳しい市場へ適応）。
• 日本政府と連携し、国内での再エネ・水素技術の推進を加速。

9ICE（Internal Combustion Engine）



概要:

• トランプ政権は規制緩和を進めるが、市場原理による脱炭素化は進行。

• 州政府・大手企業の自主的な気候変動対策が活発化（カリフォルニア
州、ニューヨーク州など）。

• 企業のESG投資が進み、投資家が脱炭素ビジネスを求める。

COP30への影響:

• 米国政府の公式な貢献は縮小するが、企業・州政府・NGOが気候変動
対策をリード。

• 企業レベルでの国際連携（TCFD・SBT） が強化される。
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TCFD（Task Force on Climate-Related Financial Disclosures）
SBT（Science Based Targets）

シナリオ3：トランプ政権の規制緩和を逆手に取り、
米国内での脱炭素ビジネスを拡大（ポジティブシナリオ）



シナリオ3：トランプ政権の規制緩和を逆手に取り、
米国内での脱炭素ビジネスを拡大（ポジティブシナリオ）

中部地域（東海地域）への影響:

• 日本企業の技術を活かし、米国の州政府・企業と協力できる可能性。
EV・水素車市場は州単位で成長 → カリフォルニア州を中心にトヨタ・
ホンダなどの脱炭素車販売が加速。

• 民間主導の気候ビジネス（テスラ・Googleなど）に日本企業が参入し
やすくなる。

取るべき戦略:

• 州政府・大手企業とのパートナーシップ強化（特にカリフォルニア州、
ニューヨーク州）。

• ESG投資を活用し、米国市場での再エネ・水素事業の拡大。

• カーボンニュートラル関連の技術（蓄電池・水素・CCUS）の売り込み。
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中部地域（東海地域）が取るべき総合戦略

(1)シナリオに応じたフレキシブルな対応

最悪シナリオ（パリ協定離脱）
→ EU・中国・アジア市場へシフト。

中間シナリオ（国内規制緩和）
→ 米国以外の市場を強化しつつ、州政府と連携。

ポジティブシナリオ（州主導の脱炭素）
→ 米国の一部市場を狙い、技術・投資を活用。
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中部地域（東海地域）が取るべき総合戦略

(2) 産業別戦略
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産業 取るべき対策

自動車（EV・水素） 米国市場の変化を注視し、EU・アジア
市場にも注力

再生可能エネルギー 国内・EU・アジアの成長市場に投資を
シフト

航空宇宙産業 水素燃料・バイオ燃料技術を強化

製造業（鉄鋼・化学） CBAM対策を強化し、グリーン製造への
移行



中部地域（東海地域）が取るべき総合戦略

(3)政府・企業連携の強化

• 日本政府の脱炭素政策と連携（GX戦略、産業界支援）。

• スタートアップ・研究機関との共同開発を強化し、技術優
位性を確保。

• カーボンクレジット市場の活用で新たな収益源を創出。
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「トランプ政権とCOP30」の結論

トランプ政権の気候変動政策の影響を見極めつつ、中部地域は

• 欧州・アジア市場へのシフト、
• 米国の州政府・企業との連携強化、
• 脱炭素技術の推進

を通じて、新たな成長機会を確保すべきである。
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改めて取るべき戦略

• 日本独自の環境基準の強化

• 日本政府と連携し、国内での再エネ・水素技術の推進
を加速。

• カーボンクレジット市場の活用で新たな収益源を創出。

• スタートアップ・研究機関との共同開発

→ 中部地域独自の（生き残り・）GX地域戦略！
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気候変動についての私の理解

1. 気候変動は既に起こっているし、

2. 日本の気候変動被害は大きい。

3. 日本は掘っても資源が出てこないし、

4. もはや生活防衛の話。

5. そして成長の源泉。
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https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c



https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c



https://mainichi.jp/articles/20250105/k00/00m/040/065000c



JPCZ (Japan sea Polar air mass Convergence Zone)日本海寒帯気団収束帯

https://www.mie-u.ac.jp/R-navi/release/cat775/post-63.html



https://www.mie-u.ac.jp/R-navi/release/cat775/post-63.html



BS-TBS「報道1930」2024年8月8日（木）
https://www.youtube.com/watch?v=eCie4UdgolI
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25

BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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BS-TBS「報道1930」
2024年8月8日（木）
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https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/kishojoho_senjoukousuitai.html#b

大気中に含まれる水蒸気量は
気温が1度上昇すると7%増加する
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https://www3.nhk.or.jp/news/html/20240802/k10014534731000.html

2024年
8月2日
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https://www.fdma.go.jp/disaster/info/items/c30cf6c808c73021efe15cb7ebd5092316044958.pdf



https://www.sakigake.jp/news/article/20240725AK0008/

2024年7月
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001270.html

2024年
10月8日

公表

秋田県のR6予算 5,842億円
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昨年は記録史上最も暑い夏だった。気象庁によると、今年も夏の気温は全国的に高いと予想されている。
上図は気象庁が毎年まとめている「気候変動監視レポート」2023年版から引用したもの。
なお、異常気象は「ある場所において30年に1回以下のまれな頻度で発生する現象」と定義されているが、
もはや毎年のように異常気象が発生しているため、気候災害が起こった場合の対処法（適応）が重要。

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/index.html
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環境白書令和4年版
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断熱・気密効率が低く
冬寒く・夏暑い
建築物・住宅からの
熱エネルギー流出
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主に海外から輸入している
化石燃料

断熱・気密効率が低く
冬寒く・夏暑い
建築物・住宅からの
熱エネルギー流出効率の悪い（古い）

設備での産業活動による
過剰なエネルギー使用 燃費の悪い移動手段、

スプロールしたまちでの
過大な移動エネルギー消費

日本のまちはさながら、
エネルギーを駄々洩れ

している施設・機器に、
海外から輸入している
CO2をたくさん出す

エネルギーを、垂れ流し
込んでいるようなもの

つまり、CO2は
たくさん出て、
エネルギー代は

地域外に流出する
「もったいない」状態

気候正義でもない
いろんな穴の

空いたバケツに
灰色のエネルギーを
ジャブジャブ投入

しているような状態
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人為起源のCO2の累積排出量

気
温
の
上
昇

IPCC
AR6
図SPM.10

気温の上昇とCO2累積
排出量がほぼ比例関係
＝ CO2排出が増えると

気候変動が進行

気候変動がもたらす
地域間・世代間格差

気候正義 Climate Justice



2023年3月
IPCC第６次評価報告書
統合報告書（最新！）
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青森県の課題
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①穴をふさぐ（省エネ）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら
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https://www.longlife-lab.jp/journal/1582/
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鳥取県HP「NE-STとは」
https://www.pref.tottori.lg.jp/308449.htm



52

https://bit.ly/3WZZuX0

3.11 あの日から10年…。これからの住宅

2021-03-11
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気密が良かった事と、基礎断熱であった事がポイントだと思います。復旧作業で何十
棟ものお家を見ましたが、床断熱の家は、土台の通気パッキンや床点検口から水が入
り、床下、床上浸水する事例が非常に多かったです。
この家は電気が一か月来なかったのですが、無暖房で20℃をキープしました。また、
母屋に手押しポンプの井戸と薪のお風呂があり、水にもお風呂にも寒さにも困らない
とご家族に感謝されましたが、被害に遭われたご近所の避難所となり、非常に喜ばれ
たそうです。
その後、私が撮影した写真は「東北の住まい再生」という岩手県後援の冊子に「命を
守ってくれた家」として掲載されました。

https://bit.ly/3WZZuX0

3.11 あの日から10年…。これからの住宅

2021-03-11
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①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら
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再生可能エネルギーの導入状況

青森県は、風力発電量で全国トップ
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IRENA、「2020 年、世界の再生可能エネルギー導入容量が過去最高に」2021年4月5日
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Press-Release/2021/Apr/IRENA-Capacity-Stats-2020_Press-
Release_Japanese.pdf?la=en&hash=0C99521D03B887ED48DCDF939252539829684B03

世界と日本の事業用太陽光の発電コスト
（LCOE：均等化発電原価）

世界で2020年の1年間に
新設された再エネは
260GW（10億ワット）
日本国内の総電力容量
も同規模の260GW）。

化石燃料による
火力発電は60GW。

国別再エネ新設分の
1位は136GWの中国、
2位は29GWの米国
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非再エネの増加分 再エネの増加分 再エネの割合

新
規

電
源

の
再

エ
ネ

シ
ェ

ア 世界で新設されている電源の
80%以上は再エネ

IRENA, Renewable Capacity Statistics 2024
https://www.irena.org/Publications/2024/Mar/Renewable-capacity-statistics-2024
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①穴をふさぐ（省エネ）

②綺麗な水をそそぐ（再エネ等）

③適切なサイズへ＋気候適応

脱炭素を
バケツを使ってたとえるなら

地域の資源で地域を豊かにする！
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地域脱炭素ロードマップのキーメッセージ

地域脱炭素は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

① 一人一人が主体となって、今ある技術で取り組める

② 再エネなどの地域資源を最大限に活用することで実現できる

③ 地域の経済活性化、地域課題の解決に貢献できる

経済・雇用

再エネ・自然資源
地産地消

快適・利便

断熱・気密向上
公共交通

循環経済

生産性向上
資源活用

✓我が国は、限られた国土を賢く活用し、面積当たりの太
陽光発電を世界一まで拡大してきた。他方で、再エネを
めぐる現下の情勢は、課題が山積（コスト・適地確保・
環境共生など）。国を挙げてこの課題を乗り越え、地域
の豊富な再エネポテンシャルを有効利用していく

✓一方、環境省の試算によると、約9割の市町村で、エネル
ギー代金の域内外収支は、域外支出が上回っている
(2015年度)

✓豊富な再エネポテンシャルを有効活用することで、地域内
で経済を循環させることが重要

防災・減災
非常時のエネル
ギー源確保
生態系の保全

～地方からはじまる、次の時代への移行戦略～

2021年
6月
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内閣官房「GX実行会議（第１３回）」（2024年10月31日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai13/index.html

2024年
10月
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GX推進会議、第10回資料（2023.12）

63

GX推進会議、
第10回資料（2023.12）

2023年
12月
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https://www.meti.go.jp/press/2024/07/20240722001/20240722001.html

2024年
7月
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https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000087.000088249.html



66https://sac.socialx.inc/programs/gunma_001/application



地域と共創する脱炭素イノベーション創出事業
（令和6～7年）

■官民共創により地域課題解決と脱炭素化を実現する実証事業を創出する。
■逆プロポの仕組みを活用し、意欲ある市町村と企業/スタートアップのマッチングを行う。

県 内
市町村

事業者

令和6年度 令和7年度

●市町村向け
セミナー、ワークショップ
の開催（県内３カ所）

●地域課題の掘り起こし
データベース化

●地域課題を企業に向けて発信
（キックオフセミナー）

●企業提案の募集

●アクセラレーションプログラムの実施

●入賞提案と県内市町村とのマッチング
（逆プロポ）

４月～９月

地域課題の把握 企業提案の募集

10月～3月

審査及びマッチング

4月～3月

実証事業

●実証事業の実施

●社会的
インパクト評価
の実施
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https://sac.socialx.inc/programs/gunma_001/application



地域と共創する脱炭素イノベーション創出事業

■脱炭素、金融、メディア、事業会社など様々な立場の審査員が審査に参加。



●株式会社Archeda
衛星データを利用した新しい森林管理の仕
組みづくりを通じた、災害の少ない安心安
全な街づくりの実現

●INNFRA株式会社
群馬の自然が地域の未来を創る“完全自給自
足型GXモデル“のご提案

●株式会社Eco-Pork
環境と経済を両立する、養豚から始まる地
域革命

●鹿島建設株式会社
Urban Wind Farm（うえに、あるよ。）

●合同会社コトブク
地域脱炭素に新しい選択肢を
～賃貸不動産も活用する先駆的な地域脱炭
素モデルへ～

●サンデン・リテールシステム株式会社
マイナカード自販機×トレーラーハウス
再エネ利用災害対応パッケージ

●田中鉄工株式会社
群馬県とともに 循環型社会に貢献しカーボ
ンニュートラルを実現する
廃食油の利活用を通じた社会的価値と経済
的価値の共創による事業モデルについて

●株式会社TBM
これまで燃やされていた資源を循環し、地
域産業の未来を創る
~Maar再生材調達~

●Value way株式会社
GXにエンタメを。

●株式会社mino-lio
使用済みエンジンオイルで農業界の未来を
照らせ！
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最終審査会
ファイナリスト及び発表内容



地域と共創する脱炭素イノベーション創出事業

■アクセラレーションプログラムにより最優秀賞、優秀賞、審査員特別賞を選定。

審査結果 会社名 地域 企業規模 事業名

最優秀賞 株式会社Eco-Pork 東京都 スタートアップ企業 カーボン・オフセットブランド豚を養豚県ぐんまから実現

優秀賞 株式会社TBM 東京都 中小企業 再生材調達プラットフォームによる地域循環の促進。

審査員
特別賞

株式会社mino-lio
（GNグループ）

群馬県 中小企業 2つの再生油で実現するハウス園芸農業の脱炭素化

群馬テレビ報道（2025.2.12）最終審査会（2025.2.12＠群馬県庁32階）



https://henkan.mirai.nagoya-u.ac.jp/



パネルディスカッション：左から
宇治原教授、松田拠点長、小澤氏、森下氏、水口氏、前田氏、豊永氏

https://bit.ly/4jGBbX9





結論と推奨戦略

トランプ政権成立後の影響は 「短期的には米国市場での脱炭素の遅れ」
「長期的には市場原理での脱炭素推進」 の二極化が予想されます。中部
地域の企業や自治体は、以下の3点に注力するべきです。

1. 市場別戦略の最適化
2. 技術革新と規制適応
3. ローカルでの脱炭素推進

→ 中部地域独自の（生き残り・）GX地域戦略！
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如何に、自らが
地域のために
シナジーを

起こしていくか！


